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東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）の概要① 

 
◎発生日時：平成２３年３月１１日（金） １４時４６分頃 
 

◎震央地名：三陸沖（北緯３８．１度、東経１４２．９度） 
 

◎震源の深さ：２４㎞ 
 

◎規模：モーメントマグニチュード９．０ 
 

◎最大震度：震度７（宮城県栗原市） 

１．地震の概要 

 

◎人的被害   死      者：１９，２２５人 
            行方不明者： ２，６１４人 
            負   傷  者： ６，２１９人 
 

◎住家被害   全    壊：１２７，８３０棟  半    壊：２７５，８０７棟 
            一部破損：７６６，６７１棟   床上浸水：   ３，４０９棟 
            床下浸水： １０，２１７棟 
 

◎非住家被害  公共建物：１４，３９８棟  その他：８３，３０４棟 
 

◎火災の発生状況：３３０件 
（以上 平成２７年３月１日現在 消防庁調べ） 

 

◎避難者等の数：約２２万９，０００人 （平成２７年２月２７日現在 復興庁調べ） 

２．被害の概要 

【市役所より撮影（平成23 年3 月11 日15 時
27 分・岩手県宮古市）宮古市役所提供】  

【火災発生状況（平成23 年3 月11 日18 時10 分 
宮城県気仙沼市鹿折地区）気仙沼市役所提供】 
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東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）の概要② 

【県別の被害の状況】 （平成２７年３月１日現在 消防庁調べ） 
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人的被害 住家被害 非住家被害 
火
災 

死者 行方 
不明 

負傷者 全壊 半壊 一部 
破損 

床上・床
下浸水 

公共 
建物 

その
他 

北海道 1 3 4 7 874 17 452 4 

青森県 3 1 110 308 701 1,005 1,402 11 

岩手県 5,123 1,129 211 19,107 6,606 18,874 6 524 4,075 33 

宮城県 10,530 1,255 4,145 82,993 155,126 224,176 7,796 9,948 18,216 137 

秋田県 11 5 1 

山形県 3 45 14 1,249 8 124 2 

福島県 3,461 226 183 21,691 76,290 165,029 1,399 1,269 29,704 38 

茨城県 65 1 712 2,629 24,365 186,728 2,578 1,698 18,314 31 

栃木県 4 133 261 2,118 73,552 508 9,414 

群馬県 1 40 7 17,679 2 

埼玉県 1 104 24 199 16,567 12 

千葉県 22 2 256 801 10,133 54,999 888 12 827 18 

東京都 7 117 16 203 6,308 406 757 35 

神奈川県 4 137 41 459 13 6 

新潟県 3 17 4 5 

山梨県 2 4 1 1 

長野県 1 

静岡県 3 13 5 

三重県 1 2 

大阪府 1 3 

徳島県 11 

高知県 1 10 

計 19,225 2,614 6,219 127,830 275,807 766,671 13,626 14,398 83,304 330 



 

◎地震発生直後に、消防庁長官が緊急消防援助隊の出動を指示 
（平成１５年の法制化以来初めて） 

 ４４都道府県の緊急消防援助隊が岩手県、宮城県、福島県に向け
て出動（活動費用は全額補償） 

 緊急消防援助隊の派遣延べ数 約１１万人 
（Ｈ２３．３／１１～活動終了の６／６までの８８日間） 

 厳しい活動環境下で、地元消防本部と連携し、消火、救助、救急活
動等に従事し、５，０６４人を救出 

 

◎地元消防本部や消防団も、県内の消防本部や消防団と連携し、住民
の避難誘導や消火、救助、救急等の対応を実施。特に宮城県気仙沼
市では、緊急消防援助隊とも連携し、大規模な市街地火災を消火。 

１．緊急消防援助隊等の活動 

２．原子力発電所事故に対する活動 

 【消防団による救助活動】   【地元消防本部による消火活動】   【緊急消防援助隊による消火活動】  

◎東京電力福島第一原発３号機使用済燃料
プールへの冷却放水 
 内閣総理大臣から東京都知事への要請等を受

け、消防庁長官から東京消防庁、大阪市消防
局、横浜市消防局、川崎市消防局、名古屋市
消防局、京都市消防局、神戸市消防局に出動
を要請し、緊急消防援助隊として１３４隊６５５人
が出動、合計５回 ４，２７７ｔの放水を実施 

 

◎被災地域の消防本部 
 原子力発電所における火災出動、住民の避難

誘導や広報活動を実施しつつ、避難指示区域の
消防署所から人員や車両等を移転、その後も警
戒区域の一時立入の支援を実施 

 
 【東京電力福島第一原子力発電所3

号機への放水】  

 【東京電力福島第一原発火災出動前】  
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消防における震災対応について① 



 

◎被災地における消防活動や消防防災施設の復旧への支援 
 消防防災施設災害復旧費補助金・消防防災設備災害復旧費補助金 
   ・東日本大震災により被害を受けた消防庁舎、無線 
          施設、ヘリポート等の消防防災施設・設備の復旧を 
          緊急に実施するために必要な経費に対し、補助金 
          （補助率２／３）により支援 
    （㉗案  ２９億円、 ㉖ ３６億円、㉕ ２１億円、 
           ㉔ １４３億円、㉓補正 ３２４億円） 
 
 原子力災害避難指示区域消防活動費交付金 
    ・避難指示区域における大規模林野火災等 
          の災害に対応するための消防活動等に係 
          る経費を全額支援 
 
 ①避難指示区域内の消防本部の消防活動及 
  び福島県の防災ヘリコプターによる消防支援 
  活動に必要な消防施設の整備を支援 
 ②県内消防本部の消防車両等及び県外からの 
  消防防災ヘリコプターによる消防応援活動に 
  要する経費を支援 
 ③県内消防本部及び緊急消防援助隊の消防応 
  援訓練の実施に要する経費を支援 
    （ ㉗案  ３億円、 ㉖ ０．３億円、 
     ㉕補正 １．３億円、㉕ ０．４億円） 

 
 
◎被災地の消防本部及び消防団に対する支援 

 
 双葉地方広域市町村圏組合消防本部に対する支援 

・管轄区域の多くが避難指示区域に指定され、困難な状況での消防活動を余儀なくされて
いる双葉消防本部からの要請を踏まえ、「福島支援全国消防派遣隊」として全国から消防
職員を双葉消防本部に派遣  

 （平成２５年４月１日から９月３０日までの間、２２消防本部から延べ１９５人を派遣） 
 

   ・双葉消防本部が基礎的な消防力を回復したことを踏まえ、平成２５年１０月以降は、「双葉 
消防本部支援調整会議」を設置し、双葉消防本部への具体的な支援のあり方等を検討し、
平成２７年度予算への反映を含め、課題解決に向けた支援を実施しているところ  

    （福島県内において、平成２５年９月から平成２６年１０月までの間、５回開催） 
 
 
 

◎消防職団員への心のケア（惨事ストレス対策）や福島第一原子力発電
所事故において活動した消防職員の長期的な健康管理を実施 
 
 

 
 

３．被災地における消防防災体制の充実強化 
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消防における震災対応について② 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜福島県外の都道府県＞ 
ヘリによる活動 

福島県 

＜福島県・県内消防本部＞ 
ヘリ・消防車両による活動 

大規模な林野火災等が発生した場合 

避難指示区域 

帰還困難区域 

居住制限区域 

避難指示解除準備区域 

＜凡例＞ 

ヘリコプター除染用資機材 
によるエンジン除染 

消防庁舎復旧事業 
(いわき市消防本部 

小名浜消防署江名分遣所) 
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被災自治体への人的支援等ついて① 

 

◎全地方公共団体からの職員派遣の延べ数 約８万８千人 
（平成２５年度末まで） 

 

◎全国の自治体からの派遣職員数 ２，２５５人（平成２６年１０月１日時点） 
  ※うち被災県の職員として６４１人、被災市町村の職員として１，６１４人 
 

◎全国市長会・全国町村会の協力を得て、全国の市区町村から被災市 
   町村に対する人的支援の体制を構築（平成２３年３月～） 
 

◎被災団体における地方自治法に基づく中長期の派遣職員の受入れ経
費を震災復興特別交付税により措置 

１．被災自治体への職員派遣の支援 

 

◎被災自治体で震災復興のために採用されて在職している任期付職員
数 １，５４９人（平成２６年１０月１日時点） 

  ※うち被災県の職員として１，０１５人、被災市町村の職員として５３４人 
 

◎東日本大震災の対応のために職員を採用した場合の経費を震災復興
特別交付税により措置 

 

◎被災団体における職員の採用情報を広報・周知 

２．被災自治体における任期付職員等の採用の支援 

 

◎全国市長会・町村会の協力を得て、被災自治体で働く意欲のある全国
の自治体の職員ＯＢの情報をリスト化して被災市町村に提供するシス
テムを構築（平成２５年１月～） 

 

 平成２６年度のリスト登録人数４９人、うち採用人数２１人 
  （平成２７年１月現在） 

    リストを元に被災市町村で採用を実施、必要経費を震災復興特別
交付税により措置 

３．全国の市区町村ＯＢ職員の活用 

 

◎民間企業等の従業員の派遣数５７人（平成２６年１０月１日現在） 
 

◎被災自治体の要望を受け、民間企業や第三セクター等の職員を在籍
したまま被災団体が受け入れる仕組みを整備 （平成２５年３月～） 

 

◎被災団体が負担する民間企業等の職員の受入れ経費を震災復興特
別交付税により措置。 

４．民間企業等の人材の活用の促進 
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◎総務大臣が経済団体・業界団体を訪問し、被災自治体への人材支援
について、直接各団体のトップに協力を要請。複数の企業から１４名の
従業員が派遣されているほか、日本補償コンサルタント協会では用地
補償に係る委託契約を締結し、５名から７名に相当する支援を実施。  

 

５．民間企業・業界団体による支援の要請 

日本経済団体連合会、日本商工会議所、経済同友会、日本補償コンサルタント協会、全国建設業協会、

建設コンサルタンツ協会、全国測量設計業協会連合会、日本建設業連合会 
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被災自治体への人的支援等について② 

民間企業従業員の派遣決定人数 １４人（27年1月現在） 
 
 ○大日本住友製薬（株）……従業員2人が、25年10月1日から宮城県石巻市へ派遣 

 ○清水建設（株）……………従業員1人が、26年1月1日から福島県相馬市へ派遣 

 ○鹿島建設（株）……………従業員1人が、26年2月1日から岩手県陸前高田市へ派遣 

                    従業員5人が、26年4月1日から被災三県の５市町へ派遣 

                    従業員1人が、26年10月1日から福島県楢葉町へ派遣  

 ○帝人（株）…………………従業員2人が、26年4月1日から宮城県石巻市へ派遣 

 ○味の素（株）………………従業員1人が、26年8月1日から宮城県石巻市へ派遣 

 ○古河電気工業（株）………従業員1人が、26年12月1日から宮城県石巻市へ派遣 

 

業界団体による支援 ５～７人の人的支援に相当する効果 
 
 ○日本補償コンサルタント協会……岩手県大槌町と用地取得に係る委託契約を締結 

〔要請先〕 

〔民間企業・業界団体による支援実績〕 

 

◎選挙期日の特例 
 選挙を適正に執行することが困難と認められる被災自治体の議会の議員及

び長の選挙を延期する特例法を制定・改正し、該当する選挙を延期 
 延期された全団体で平成２３年１１月２０日までに執行（５７団体において、６

８の議会の議員及び長の選挙の期日を延期） 
 

◎選管職員（地方公務員）の派遣 
 震災により延期されていた地方選挙の執行に当たり、都道府県・指定都市の

選挙管理委員会連合会の協力を得て、岩手県、宮城県、福島県内の２３市
町村に、全国９９団体・約１６０名の選管職員を派遣して、選挙事務を支援 

６．被災自治体における選挙の実施に対する支援 



被災自治体への財政支援について 

 
被災団体の財政負担を解消するとともに、被災団体以外の地方公共団体の負担

に影響を及ぼすことがないよう、通常収支とは別枠で確保し、事業実施状況に合わ
せて決定・配分 
〈主な算定項目〉 
 直轄･補助事業の地方負担額、単独災害復旧事業費、中長期職員派遣･職員採用、地方税等の減収額 

 

平成２３年度からの交付累計額：約２．４兆円  
 

平成２３年度交付額          ８，１３４億円 
平成２４年度交付額          ７，６４５億円 
平成２５年度交付額          ５，０７１億円 
 平成２６年度９月交付額       ３，３１９億円 

 
 
 

１．震災復興特別交付税 

 

◎取崩し型復興基金の創設  
住民の生活の安定やコミュニティの再生、地域経済の振興・雇用維持等につ

いて、被災団体が単年度の予算に縛られずに弾力的かつきめ細かに対処できる

資金として、被災県の復興基金の設置に対し平成２３年度１２月分の特別交付税

で措置 
 

 
 
 
 
◎津波被災地域の住民の定着促進（平成２４年度補正予算で措置：１，０４７億円） 

津波の被災地域において安定的な生活基盤の形成に資する施策を通じて住

民の定着を促し、復興まちづくりを推進する観点から、被災団体が弾力的かつき

め細かに対処できる資金として、被災９県の復興基金の積立等に対し震災復興

特別交付税の増額で措置 

２．復興基金の創設等 

青森
県 

岩手
県 

宮城
県 

福島
県 

茨城
県 

栃木
県 

千葉
県 

新潟
県 

長野
県 

合 計 

８０ ４２０ ６６０ ５７０ １４０ ４０ ３０ １０ １０ １，９６０ 

（単位：億円） 

《 対 象 経 費 》 住 宅 再 建 支 援 に 要 す る 経 費  
※被災者への具体的な支援内容は被災団体が決定 
 
①土地区画整理事業等の対象外の住宅分 
住宅建築の利子相当額、宅地の嵩上げ経費、移転経費 
 
②土地区画整理事業等の対象の住宅分 
住宅建築の利子相当額、移転経費 海 

① 

③ ④ 
② 

防災集団移転促
進事業で造成する
土地（高台） 

津波により住家の被害が生
じた地域（津波浸水区域） 建築基準法に基づく

「災害危険区域」 

津波の被害がなかった地域 

①→②～④の移転：防災集団移転促進事業等による支援あり 
（被災土地買上げ、住宅建築・土地購入利子補給、移転経費助成） 

②における現地再建、②→③、④の移転：上記支援措置なし 
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※ 参 考 ： 平 成 ２ ７ 年 度 当 初 予 算 ( 案 )  ５ ， ８ ９ ８ 億 円  



※ 上記の地方税法等の特例措置による地方団体の減収分を震災復興特別交付税により措置 

２．原子力災害対策 

被災自治体への地方税制の対応について 

１．地震・津波対策等  

◎納期限の延長・減免措置等の適切な対応を地方団体に依頼 【Ｈ23/3/14通知】 

◎地方税法改正 【H23/4/27公布・施行】 

 津波により甚大な被害を受けた区域として市町村長が指定した区域内の土地及び家屋に対する平成
23年度分の固定資産税等の課税免除 

 震災により滅失・損壊した家屋やその敷地に代わる家屋及び土地に対する不動産取得税・固定資産税
等の軽減 

 震災により滅失・損壊した償却資産に代わる償却資産に対する固定資産税の軽減 
 震災により滅失・損壊した自動車に代わる自動車に対する自動車取得税・自動車税等の非課税 

◎地方税法改正 【H23/12/14公布・施行】 【H25/3/30公布・ H25/4/1施行】【H26/3/31公布・H26/4/1施行】 

 津波により甚大な被害を受けた区域として平成23年度に市町村が指定した区域内の土地及び家屋に
対する平成24年度分・平成25年度分・平成26年度分の固定資産税等の課税免除等（平成27年度には
一般の措置へ移行） 

◎地方税法改正 【H26/3/31公布・ H26/4/1施行】 

 震災により滅失・損壊した自動車に代わる自動車に対する自動車取得税・自動車税等の非課税の延長 

◎地方税法改正 【H23/8/12公布・施行】 
 警戒区域等のうち市町村長が指定する区域内の土地及び家屋に対する平成23年度分の固定資産税

等の課税免除 
 警戒区域内の家屋やその敷地に代わる家屋及び土地に対する不動産取得税・固定資産税等の軽減 
 警戒区域内の償却資産に代わる償却資産に対する固定資産税の軽減 

      ※ 居住困難区域内についても同様の特例（平成24年度改正【H24/3/31公布・H24/4/1施行】） 
 警戒区域内の自動車で用途廃止による永久抹消登録等をしたものの自動車税等及びその自動車に

代わる自動車に対する自動車取得税・自動車税等の非課税等 
    ※ 自動車持出困難区域についても同様の特例（平成24年度改正【H24/3/31公布・H24/4/1施行】） 

◎地方税法改正 【H23/12/14公布・施行】 

 警戒区域等のうち市町村長が指定する区域内の土地及び家屋に対する平成24年度分の固定資産税
等の課税免除等 

◎地方税法改正 【H24/3/31公布・ H24/4/1施行】 

 原子力発電所の事故に係る避難等の指示が解除されていない区域のうち各年度において市町村長
が指定する区域内の土地及び家屋に対する固定資産税等を当分の間課税免除 

 前年度の課税免除の対象区域であって、新たに課税免除の対象外となる区域のうち市町村長が指定
する区域内の土地及び家屋に係る固定資産税等を原則３年度分減額 

◎地方税法改正 【H26/3/31公布・ H26/4/1施行】 

 自動車持出困難区域の自動車で用途廃止による永久抹消登録等をしたものの自動車税等及びその
自 動車に代わる自動車に対する自動車取得税・自動車税等の非課税等の延長 

３．復興支援対策 

◎地方税法改正 【H23/12/14公布・施行】 
 ① 被災農地・警戒区域内農地に代わる農地に対する不動産取得税を軽減 
 ② 被災事業者用の仮設施設整備事業の用に供する施設に対する不動産取得税・固定資産税等の非課 
   税措置 等 
 ※ 復興特別区域における課税免除又は不均一課税に伴う措置（事業税・不動産取得税・固定資産税）（復興特別区域法） 

 ※ 津波避難施設に係る特例・津波対策に資する港湾施設等に係る特例 （固定資産税）等 
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◎被災地域情報化推進事業 
 被災自治体が抱える課題を、ＩＣＴを活用して効率的・効果的に解決する取組

に必要な経費に対し、補助金（補助率１／３）を交付 
平成２３年度第３次補正予算 ３３億１，１００万円 
平成２４年度当初予算     ４５億１，０００万円 
平成２５年度当初予算     ４９億２，３００万円 
平成２６年度当初予算     ３６億６，２００万円 
平成２７年度当初予算（案）  １９億３，６００万円    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．ＩＣＴによる創造的復興支援 
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情報通信における震災対応について① 

 東北地域医療情報連携 
            基盤構築事業 

復興街づくりICT基盤整備事業 

国 

自治体 

東北地域医療情報連携基盤構築事業 

（医療） 

支援 

被災地域テレワーク推進事業 

（テレワーク） 

復興街づくりICT基盤整備事業 

(基盤整備) 

 復興に向けた新たな街づくりを行う地域等に、住民生活・地域の活性化に必要なＩＣＴ基盤を整備す
る自治体を支援。 

 被災県において、地域医療圏の中核的医療機関、診療所、薬局、介護施設等の保有する患者・住民の
医療・健康情報を、安全かつ円滑に記録・蓄積・閲覧するための医療情報連携基盤の構築を支援。 

 自宅や仮設住宅等でパソコンを使って仕事ができる仕組みを活用し、住民の就労を支援する被災自
治体の、当該住民向けテレワークシステムの構築を支援。 

【復興事業の例】 

○27予算事業メニュー 



 

◎復興計画に応じ、被災自治体の情報通信基盤（住民向けブロードバン
ド、ケーブルテレビ等の設備等）を復旧するために必要な経費に対し、
補助金（補助率２／３）を交付 

 

平成２３年度第１次補正予算  ２億２，１００万円 
平成２３年度第３次補正予算 １３億４，８００万円 
平成２４年度当初予算      ９億１，４００万円 
平成２５年度当初予算          ９，７００万円 
平成２６年度当初予算       ２億１，４００万円 
平成２７年度当初予算（案）    ２億９，０００万円 

 

２．情報通信基盤災害復旧事業 
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情報通信における震災対応について② 

 

◎避難情報等被害の軽減に役立つ情報や、被災者のための生活関連
情報を提供する臨時災害放送局（ＦＭ放送）が、被災２８市町から申請
を受けて開設。現在も１１市町で運用中。（平成２７年１月１日時点） 

 

３．臨時災害放送局の開設許可 

 

◎福島第一原発事故により避難等の指示を受けた地域（※）の自宅に帰
還する世帯等に対し、次の支援を実施。 

 

 地デジチューナー１台を無償給付 
 地上デジタルテレビ放送の視聴に必要な個別アンテナの工事等に

関し経費を給付 
 

（※）旧緊急時避難準備区域、避難指示解除準備区域、居住制限区域、 
         帰還困難区域、特定避難勧奨地点 

 

４．地デジへの移行助成 



被災者・避難者支援について① 

11 

 

◎被災者の見守りやケア、地域おこし活動の支援等の「復興に伴う地域
協力活動」を通じ、コミュニティ再構築を図るため、復興支援員制度を
創設（必要経費を震災復興特別交付税で措置） 

１．復興支援員制度の創設 

○２１団体（３県、１８市町村）において約４５０名が活動（平成26年度） 
 
＜内訳＞ 
 岩手県31名 
        大船渡市93名、北上市1名、釜石市15名、 
        大槌町86名、山田町4名 
 宮城県67名 
       石巻市6名、 気仙沼市28名、多賀城市2名、 
       東松島市4名、丸森町2人 
 福島県41名、 
       相馬市2名、田村市9名、伊達市1名、富岡町4名、 
       大熊町13名、双葉町10名、浪江町30名 
 長野県栄村3名 

 
団地広報 
誌を作成・ 
配布する 
支援員 

仮設住宅 
において、 
見守り・ 
ケアを行う 
支援員 

 

◎原発事故の影響により多数の住民がその属する市町村の区域外に避
難し、又は住所を移転することを余儀なくされた事態に対処するため、
①市町村の区域外に避難している住民に対する適切な行政サービ
スの提供、②住所を移転した住民と元の地方自治体との関係の維持、
といった課題に対応する措置を制定（平成２３年８月１２日公布・施行） 

２．原発避難者特例法の制定 

 指定市町村・指定都道府県は、法律又は政令により処理することとされている事
務のうち避難住民に関するものであって、自ら処理することが困難である事務につ
いて、以下の手続を経て、避難先団体が処理することとすることができることとする。 

・ 警戒区域等を含む市町村を総務大臣が指定 

・ 事務処理に要する経費は、原則として、避難先団体が負担 
・ 国は必要な財政上の措置を講ずる 

１  避難住民に係る事務処理の特例 ２  住所移転者に係る措置 

○  指定市町村・指定都道府県は、住所移転

者（指定市町村以外の市町村に転出した

者）のうち申出をしたものに対し、 

・ 指定市町村・指定都道府県に関する

情報を提供する 

・ 指定市町村の区域への訪問の事業

その他指定市町村の住民との交流を

促進するための事業の推進に努める 

 

○ 国は、 必要な財政上の措置を講ずるよう

努めることとする  等 

【指定市町村】  
双葉郡８町村、いわき市、田村市、南相馬市、飯舘村、川俣町 
（平成23年9月16日告示） 

【特例事務】  
医療・福祉及び教育関係の１０法律２１９事務（平成23年11月15日告示） 

 避難先団体が事務処理を実施 

 総務大臣による避難先団体が処理する事務の告示 

 市町村の指定（総務大臣の告示） 

 指定市町村への避難住民の情報の届出及び避難先団体への通知 

・ 避難住民が氏名、生年月日、性別、住所、避難場所を指定市町村に届出 
・ 避難住民に関する情報を、指定市町村・指定都道府県から避難先団体に通知 



 

◎避難住民が民間契約等の際にその避難場所について証明することを
求められる事例があり、避難生活上の支障が生じないよう、避難元市
町村が避難場所の証明事務を実施する場合の事務処理要領をとりま
とめ、平成２４年１２月１９日付で通知。 

４．届出避難場所証明書 
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被災者・避難者支援について② 

 

◎許認可等の有効期間の延長等に関する政令の公布・施行（平成２３年３月
１３日） 
 有効期間が延長される許認可等、履行が一定期間猶予される義務及びこれ

らに関する問い合わせ先をとりまとめて公表 

３．許認可等の有効期間の延長等 

 

◎東日本大震災に関する行政相談受付 総件数３万１６８５件 
（平成２７年１月３１日時点） 

 １７管区行政評価局・行政評価事務所において、被災者が避難している地域
の２５１か所で特別行政相談所を開催 

 ２管区行政評価局・６行政評価事務所でフリーダイヤルを開設（現在は終了） 
 

５．行政相談 

 

◎平成２３年４月１２日に全国の都道府県・市町村に協力を要請し、全国
避難者情報システムを構築 
 避難した被災者から避難先の市町村に任意に提供された避難者の所在地等

の情報を避難元の県・市町村に提供することにより、避難者への行政サービ
スに係る情報提供等を実施 

６．全国避難者情報システム 
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